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はじめに
地方における教育統治（education governance）の責任主体として観念されてきたし，現実におい
ても主体的に担ってきた教育委員会が，教育課題の解決に向けて多くの努力を積み重ねてきたもの
の，特に都市の教育委員会は人々からの期待に応えてこなかった。学力は低迷し，施設設備の更新は
延長され，資格のないあるいは経験の浅い教員しか学校に勤務せず，中退率は高く，青少年犯罪が蔓
延している都市教育の惨状の救済を教育委員会にではなく市長に期待しても，多くの市長は政治と教
育の分離原則に忠実であり，教育改革に乗り出すことはほとんどなかった。ところが，1990年代以
降に，ボストン，シカゴ，クリーブランド，ハリスバーグ，ニューヨークなどの市長が公選制教育委
員会を廃して直接に教育委員と教育長を任命する権限を要求しながら，意欲的・積極的に教育改革に
乗り出し，公教育に対するアカウンタビリティを引き受けるようになっている。
伝統的にアメリカでは教育委員会が公教育統治を担ってきた。ところが，市長が直接に教育に関わ
るようになる教育統治改革は市長直轄管理（mayoral control）と呼ばれ，アメリカにおける従来の教
育統治の基本的枠組みを大きく組み替えて，新たな地方レベルでの教育統治の骨格を形成することに
なるのでないかとの見通しに立って，筆者はこれまでに，継続的に研究を進めてきた 1）。具体的には，
フィラデルフィアやボルティモアなどの事例研究を進め，直轄管理改革が導入されるようになった要
因について，政治的，経済的，社会的，行政的な観点から明らかにするとともに，地域特性が直轄管
理の導入や形態と密接に関連することなどについて研究し，成果を公表してきた。
これまでの研究で十分に掘り下げることができなかったのは，直轄管理の効果性についての検討で
ある。ここで言う効果性とは，アメリカの教育効果研究で一般的に用いられている指標としての学力
への効果性を指している。学力への直轄管理改革の効果・影響については，ようやくにして 2000年
頃から研究成果が公表されるようになっている。ただし決定的な証拠に基づく結論は未だ出されてい
ないことから，積極的に調査分析が進められている。また，学力に限定することなくその他の観点か
らも効果性や影響についての研究を進める必要があることは論をまたない。ただし，直轄管理改革に
限らず，いかなる種類の教育改革が学力達成にどの程度の影響を及ぼしているのかについては，教師
の指導力や地域の教育力を典型例として，改革と学力への影響の間にある媒介変数が数多くあること
から，実証的で確定的な因果関係にまで踏み込んだ分析は不足している。
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シカゴでは 1995年に市長直轄管理改革が開始され，すでに二十数年が経過している 2）。アメリカ
の都市教育改革のパイオニア的な存在として，連邦政府からも着目されているシカゴの改革に関して
は 3），全米の多数の研究者が関心を持ってその効果性について研究を進めている。本稿は，それらの
先行研究に学びながら，市長主導の教育改革が学校教育にいかなる影響や帰結をもたらしているのか
について検討することを目的としている。すなわち，首長が教育統治を統制し責任を負うことで，何
が学校や児童生徒にもたらされるようになったのか。具体的には，子どもの学力への影響と「留年」
政策の帰結について検討する。さらには，教育統治の諸側面，たとえば教育財政，教員組合などへの
影響についても考察を加える。そして最後に，教育統治における公正性，民主性，専門性の観点から
市長主導教育改革の意味について論及する。
Ⅰ．シカゴ教育改革の「成果」
1997年 6月 6日にワシントン D.C.にある「ナショナル・プレスクラブ」の演説において，全米市
長会会長になっていたシカゴ市長の R.M.デーリー（Richard M. Daley）はシカゴ学校改革について
以下のように胸を張っている。「もしシカゴの公立学校を管理できるならば，全ての学校システムも
同様に管理可能である。…全ての学校システムにとっての教訓は，いかなる問題も手に負えないわけ
ではないということである」（James, 1997）。
シカゴの学力改善は「シカゴの奇跡」としてメディアによって賞賛され，シカゴ公立学校システム
の主席行政長官（chief executive officer＝CEO）であったダンカンは連邦教育省長官にまで登り詰め
た。A. J.クールソン（Andrew J. Coulson）はこの点を以下のように述べている（Coulson, 2009: 1）。
ダンカンがオバマ大統領によってシカゴ公立学校 CEOから連邦教育省長官に抜擢されたのは，CEO
在職中に児童生徒の学力を「シカゴの奇跡」と呼ばれるほどに改善した功績を認められたからである。
具体的には，シカゴの児童生徒の受験するテストであるイリノイ州アセスメントテストで合格基準に
達する人数を急増させた実績をダンカン自身と支持者は指摘する。たとえば，ダンカン在職中の 7年
間に合格率が 38パーセントから 67パーセントに急上昇していた。
デーリー市長や CEOの業績である学力改善と並んで，都市に質の高い学校があるがゆえに中流
階級を都市に留まらせていることについて，著名な研究者の見解を引用しながら，S.チャンバース
（Stefanie Chambers）は直轄管理の効果性に関して次のように紹介している。すなわち，デーリー市
長が全米市長会の副会長と会長職に就き，教育統治権限を掌握していることを喧伝し，大都市市長が
都市に中流階級を引き留めたいならば何をすべきかについてデーリーを見習うことになるし，中流階
級を都市に引き止めるためには学校を救済しなければならない。そして，市長直轄管理のアプローチ
を採用した都市は教員のストライキの回数が減少し，教職員と教育当局との良好な関係が構築され，
財政が健全化する（Chambers, 2006: 39）。オバマ大統領だけでなくクリントン大統領もデーリーの業
績を認め，デーリーの活動は「全米のモデル」であるとして，1998年，1999年の一般教書演説で触
れていた（Shipps, 2009: 118）。このようにシカゴの教育改革は各方面から絶賛されている。
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シカゴの市長直轄管理がもたらした影響について，後述のように，批判的な観点からの検討や分析
も多様な角度から行なわれている。ここでは，シカゴ教育統治改革の孕む様々な問題点を精査した上
でなお，全体的には改革を肯定的に論じている K.K.ウォン（Kenneth K. Wong）の見解を紹介したい。
ウォンによれば，シカゴが市長直轄管理の成功事例として引き合いに出される要因として，1995年
法以後に学力テスト得点が初等学校の全学年で上昇し，ハイスクールでは厳格な基準を設定したカリ
キュラムが実施されるようになったことである。こうした点が全米的な関心を集めることになった。
ウォンは統治改革のいくつかの特徴を以下のようにまとめている。有益な知見であるので紹介したい
（Wong, 2007: 33−34）。
第一に，教育の市長統制は権限のシステム全体を統合することに特徴を持つ。学校財政監視局
（School Finance Authority）や教育委員任命委員会（School Board Nominating Commission）などを
廃止するとともに，個別学校に設置されていた学校協議会がシステム全体に責任を持つようにさせる
権限を中央教育委員会に付与し，学校閉鎖を含む制裁措置を伴って低学力校に当局が介入できる手段
を作り出した。
第二には，中央教育当局が新たに強化された教育財政権限を用いて教育費支出を増やし，財政の均
衡化を図り，教員組合との 4年の労働協約を結んで被雇用者側との協調を生み出し，管理運営の浪
費や腐敗を排除し，中央教育当局の組織を縮小・簡素化し，学校運営のいくつかについて外部委託を
図った。第三には，市民とビジネス界からの改革への支持を取り付けながら，学校システムへの信頼
感を醸成し，中央当局からの管理と個別学校運営の自律性との均衡を図っていった。たとえば，学
力改善に失敗した学校に対して資源を追加し，教育プログラムでの校長と教員の裁量権を重視しつづ
けた。
市長統制がそれまではどちらかと言えば一貫性を欠いていた権限体系を整序し，慢性的な財政赤字
を解消し，対立的・葛藤的であった労使関係を修復し，教育に関心と利害を持つ様々なアクターの改
革への支持を取り付けて学校への信頼を強化したことが端的に論じられている。
2006年と 2007年のギャラップ世論調査は市長直轄管理に関する人々の意見について尋ねている。
それによると，2006年には 29パーセントが賛意を示していたが，2007年には 39パーセントが賛成
しており，保護者だけについてみると賛成は 42パーセントであった。これらの傾向に加えて，オバ
マ政権が市長の教育関与を支持していることから学区の教育統治において今後とも地方の関心を高め
る可能性が高い（Wong, 2011: 489）。
以上のように，シカゴの改革はシカゴだけに限らず，全米的にもその効用を応用・拡大できる可能
性を持っているものとして高い評価が与えられており，これらの評価は特に教育当局の発する成果に
ついての広報の一部であるだけでなく，研究者からの肯定的な評価を引き出してもいる。それでは，
市長自身や教育当局の発信するシカゴ教育統治改革の成果は妥当性を持つのか否かについて以下で検
討を加えたい。
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Ⅱ．学力への影響
先にも触れたように，教育財政の健全財政化，教職員組合との協調と並んで，学力改善がシカゴ
教育当局によって喧伝され，都心部の住宅の再開発による地価の上昇と一部とはいえ学校改善による
新中流階級専門職層の都市への呼び戻しが起こっていることに市長は胸を張っている（Shipps, 2004: 
59）。果たして学力は向上し学校の質は高まったのであろうか。
直轄管理が児童生徒の学力にいかなる影響を及ぼしているのかについては，多様な観点から分析が
進められている。ここでは，先に紹介した教育当局が公表している肯定的な評価とは別の観点からの
分析を紹介したい。一つは，ウォンらによるシカゴの学力傾向の分析であり，全国的な大都市の学力
比較を踏まえてシカゴの学力改善を肯定的に評価している。他は，D.シップス（Dorothy Shipps）や
P.リップマン（Pauline Lipman）らによる評価であり，彼女たちは教育当局のいう学力改善を果たし
ているとの評価を強く否定している。
ウォンらは 40州の 104都市学区（市長直轄管理を実施していた 12学区も含む）を抽出し，1999
年と 2003年の間における学校レベルでの学力テストデータを用いて調べたところ，市長主導で改革
を進める学校システムの学力は，特に初等学校の読解および数学の学力と有意な関連性を持つことを
明らかにした。もし学区の教育委員会が公選制から過半数を市長が任命する委員会に改変されれば，
他の学区と比較して標準偏差で 0.15～ 0.19学力が向上することを見出しており，たとえこの数値が
短期的には州平均を上回らなくともこの改善は重要な意味を持つ，とウォンらは調査結果にもとづい
て述べている（Wong, 2011: 490−491）。さらに彼らは以下のことも述べている。「かりに貧困の度合
いが同じままであり，教育費支出は増やされることなく，私立学校との競合が同程度であれば，われ
われの用いた調査研究モデルによると，統治改革が全般的な学区の学力に有意で明白な改善をもたら
す。そして市長が貧困を除去して教育費を増額するよう活動すれば，市長統制の全体的な効果は長期
的にいっそう高まる」（Wong, 2007: 95）。
この傾向性は学区の平均学力の推移であるが，学力層別に見ると以下のことが分かる。ウォンによ
れば，市長がアカウンタビリティを担うことの潜在的利点として，最下位の 25パーセントに含まれ
る低学力校の学力改善がもたらされる。これらの低学力校は貧困層のアフリカ系アメリカ人児童生徒
が多くを占める学校でもあり，市長統制下の学区は，1999年から 2003年の間に州の年次ベンチマー
ク学年学力評価で合格と判定された児童生徒の割合が増えている。シカゴでは低学力校に通学する第
5学年の数学の合格率は 10.4パーセントから 27.5パーセントに上昇している（Wong, 2011: 491）。
以上の学力改善に関する肯定的評価とは対照的に，シップスは学力テスト得点の高低について正確
に論じることの困難性を以下のように述べている。なぜ困難であるかと言えば，2002年以前と以後
のみならず，2005年以降においてもシカゴ学区で用いている学力テストの種類が代わっているから
である。たとえば 1999年と 2002年の二種類のテスト結果を比較すると，全般的に明確な傾向性は見
出せず，第 3学年はわずかに上昇し，第 5学年でわずかに下降し，第 8学年では二種類のテストで反
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対の傾向を示した。また，2005年以後に用いるようになったイリノイ州アチーブメントテストでは
2005年から 2006年にかけて，イリノイ州基準に達した者の割合が 2パーセントから 7パーセントに
上昇したものの，2007年にかけてはその上昇率は低下した（Shipps, 2009: 128−129）。
また，シップスは児童生徒全体の学力傾向についてだけでなく，人種・民族間の学力格差について
も各種調査を用いて以下のように説明を加えている。シカゴの公立学校在籍者の人種・民族構成は，
白人とアジア系アメリカ人が約 12パーセント，ラティーノが 34パーセントで，53パーセントがア
フリカ系アメリカ人である。白人とアジア系は 1995年以前に既に全米基準を上回り 1990年代後半に
いっそう上昇している。同じ 1990年代にラティーノはほんのわずか上昇しただけであった。同時期
のアフリカ系の学力は数年だけ上昇したが，その後は上昇することなくいくつかの学年では低下して
いる。2001年までにアフリカ系とその他の児童生徒の得点格差は拡大している（Shipps, 2009: 129）。
リップマンは，著書，論文，研究報告書などを通して意欲的にシカゴの市長主導教育改革を批判し
ている研究者の一人である。ここでは，リップマンらによるシカゴ教育統治改革の学力への影響に関
する論述（Lipman, 2011: 13）を手がかりに詳述したい。リップマンらによれば，市長直轄管理によっ
て学力が「シカゴの奇跡」と呼ばれるまでに報道され，シカゴ教育当局はウェブサイト上で全米にお
ける公教育の有数の革新的モデルである，と自画自賛している。その根拠は州のテストデータである
が，代表的な地元日刊誌の「シカゴ・トリビューン」によれば，イリノイ州が州アチーブメントテス
トの合格点を切り下げており，そのために合格率が高まっている。この合格基準点の操作について，
市内の代表的な業界団体であるシカゴ商業クラブ（The Commercial Club of Chicago）も認めて以下
のように述べている。「CPSは第 8学年の読解で基準点以上に達した児童生徒の割合が 2004年にお
ける55パーセントから2008年に76パーセントまで改善し，第8学年の数学の得点が2004年の33パー
セントから 2008年の 70パーセントに改善したことを示す冊子を 2009年 1月に配布している。しか
しこうした大幅な学力改善は本当の児童生徒の学力改善ではなく，テストそのものとテスト実施手続
きの変更を反映している。実際はほとんどのシカゴの児童生徒は未だ引き離されている。児童生徒の
学力は過去数年の間にシカゴの初等学校でわずかだけ向上し，これらの向上でさえハイスクールで消
失してしまう」（Civic Committee of The Commercial Club of Chicago, 2009: 2）。
イリノイ州全体で実施されているテストの種類が代わっているために，経年変化を正確に捉えるこ
とができない問題点を克服するために，シカゴの学力変化を検討するのにリップマンは「全米学力調
査（National Assessment of Educational Progress＝NAEP）」のデータを用いている。シカゴは 2002
年時点で他の都市学区（人口 24万以上の都市）と比較して後塵を拝しており，2009年時点でも他の
都市学区に追いつくことができないでいる。平均点についてみると，シカゴは 2003年から 2009年の
間に，第 4学年と第 8学年の数学で平均点がいくぶん上昇し，第 4学年の読解でもわずかに上昇して
いるものの，第 8学年の読解は停滞している。いずれにせよ，2003年のシカゴと他の都市学区の平
均点格差は 2009年でも縮小していない（Lipman, 2011: 14−15）。 
既述のように，シカゴの教育改革は，学力達成水準に基づく学校に対する厳しい制裁措置を伴って
40 シカゴにおける市長主導教育改革の効果性に関する検討（小松）
いた。制裁措置として，校長解雇，学校協議会の解散，外部諸機関とのパートナーシップ，指導書に
即した厳格な授業実施，授業日数の延長，強制的サマースクールなどがあった。州の読解と数学の統
一テストで 15パーセント（1999年から 20パーセント）の児童生徒が全米平均以下であれば学校は「指
導観察校（probation）」に指定されることになっているが，実際には指定されたからといってその後
に学業成績が改善しているわけではなかった。たとえば，シップスが紹介しているところによると，
学校改善を実現できない学校に対する制裁措置が導入されてから 6年の間に十数校から二十数校が学
力改善を果たして指定が解除されたり新たに指定されたり，いっそう厳しい制裁措置である「抜本的
改革（intervention）」に移行することもある。ところが，これらの措置によって失敗学校を支援する
ことはなかった。たとえば，こうした制裁措置のうち最も厳しい措置の下で 3年間経過しても，5校
のハイスクールは学力が低下したままであることが分かった。なぜならば，当該校の教員の質は転出
や汚名によって低下し，学力水準のさらなる低下を招いている（Shipps, 2004: 81）。要するに，学校
改革を目的として諸段階を設けた学校に対する制裁措置は，逆に学校の質を低下させる負のスパイラ
ルを招いている事実が明らかにされている。
先に学力の人種・民族間格差が市長主導教育改革以後にも継続していることについて触れたが，よ
り詳しく見ていきたい。リップマンは教育改革市民団体の発行する情報誌である『Catalyst』に掲載
されたWilliams（2000）と Schaef fer（2000）の記事を引用しながら次のことを指摘している。1990
年代末に教育当局が入学の際に選抜を行う世界的に見ても最先端の 6校のハイスクールを開校してお
り，これらの新設校は富裕層の住む高級住宅街に開設され，最新技術の資源を持つ豪華な新築ないし
改築された校舎であった。そして，これらの学校の設置そのものが近隣の学校から資源をすくい上げ
ている証拠がある（Lipman, 2011: 13）。同様に深刻な問題としてリップマンが指摘しているのは，こ
うした選抜的なハイスクールに在学している生徒の人種・民族的な，そして社会階層的な偏りであ
る。つまり，8校の選抜を実施するハイスクールのデータによれば，シカゴ公立ハイスクール生徒の
10.1パーセントしかこうした学校に通学しておらず，在籍者の構成は不均衡に白人や非貧困層が多く
を占めている。2010−11学年度についてみると，全公立学校在籍者のうち白人が 9パーセントで非貧
困層は 14パーセントであるのに対して，これらのハイスクール在籍者のうち白人は 25.3パーセント，
非貧困層は 43.5パーセントであった。かくして，シップスは「シカゴ教育当局の政策は人種と所得
に沿った二重構造の教育システムを作り出している」と結論づけている（Lipman, 2011: 13）4）。
2003年と 2008年での第 4学年と第 8学年の NAEPにもとづく読解と数学の得点に関して，アフリ
カ系やラティーノが白人児童生徒と比べてかなり下回っており，この傾向は，高所得と低所得の家庭
出身の学力格差も同様であった。この人種間の「普通学力」5）に達した児童生徒の割合の格差は 2009
年の試験結果の方が拡がっていた。第 4学年の数学で白人児童の 44パーセントは達していたが，ア
フリカ系はたったの 9パーセントであった。同じ第 4学年数学の「優秀学力」について見ると，白人
は 7パーセントであるのにアフリカ系は 0パーセントであった。アフリカ系の「優秀学力」が 0パー
セントであるのは第 8学年の数学や読解でも同様であり，第 4学年の読解でかろうじて 1パーセント
41シカゴにおける市長主導教育改革の効果性に関する検討（小松）
だけが該当していた（Lipman, 2011: 16）。
学力以外の教育に関わる影響の指標として，ハイスクールの中退率や卒業率にはどのような変化が
見られるのであろうか。この点に関してもリップマンらの報告書は言及している。市長直轄管理以後
の傾向として，先の人種・民族間の学力格差と同様の傾向が見られ，アフリカ系およびラティーノと
白人の間の卒業率・中退率とも格差が拡大している。実質的に低所得家庭出身で有色の生徒がほとん
どである指導観察校の中退率 6）は高まっている 7）。
いずれにせよ，中退率や卒業率の指標で改善の兆しが見えたとしても長続きしない実態が読み取れ
よう。そして，学力と同様に，人種・民族間の格差の拡大が卒業率・中退率においても見出されて
いる。
Ⅲ．「留年」政策の導入と展開
シカゴの市長主導による教育改革の特徴として既に何度か触れているのは，厳しい制裁を伴ってい
ることである。制裁の対象は学校全体，あるいは校長や教員であったが，実は児童生徒に対しても従
来の対応とは異なる厳しい措置が待っている。その措置は「自動進級停止（no social promotion）」と
呼ばれ，一定の学力水準に達しない児童生徒を進級させない，すなわち「留年」させる政策が 1997
年から実施された。この政策についてはデーリー市長自身が「自動進級の停止措置はシカゴ公立学校
が採用した最も重要な歩みの一つである。」と断じている新聞記事を引用しながら，シップスは同政
策の評価に関して以下のように述べている（Shipps, 2003: 123）。すなわち，市長はダンカンの前任者
である P.バラス（Paul Vallas）CEOの設定したテスト得点目標に達しない毎年 1万名の初等学校児
童を留年させる断固たる措置を実施することで幅広い賞賛を受けた。
具体的には，第 8学年修了時に定められた一定の学力水準に達しない児童生徒はサマースクールへ
の通学を義務付けられ，夏期の学習でも成果が出ない場合には，新年度に進級できず「留年」する
ことになる。当初はアイオワ基礎学力テストによる読解でシカゴ教育当局の設定する基準点を指標と
し 8），サマースクールでの補習的なテスト対策に特化した学習を受けても合格しない第 8学年の 15
歳以上の生徒は補習校である「学力充実センター（Academic Preparation Centers）」に配置された。
同センターのプログラムは「標準テストに合格することに特化し，生徒は友人と引き裂かれ，学力的
な汚名を着せられる。」（Lipman, 2011: 12）と評されている。
それでは，実際のところ，留年政策が学力改善に寄与しているのであろうか。L.ダーリン─ハモン
ド（Linda Darling-Hammond）は，一度受験したテストの結果が本人や教員や学校に対して非常に強
い影響力を及ぼすことの問題点，つまり「ハイステークス・テスト」の問題点を幅広く論じる論文の
中でシカゴについても言及している。シカゴでの留年政策導入後最初の 2年で，第 3学年，第 6学年，
第 8学年の 3分の 1以上が学年度の終了するまでに進級基準に達することができなかった。それらの
中には英語能力が不十分であったり障がいを持っていたりする児童生徒は含まれていなかった。そし
て 1997年と 1998年に 2万名以上の児童生徒が留年した。こうした事実やいくつかの調査結果を引用
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しながら，学力改善への留年政策の効果について彼女は以下のように述べている。児童生徒を留年さ
せることは，結果的に，進級した者に学力的に追いつき学校で成功するための支援になっていない。
留年した児童生徒と学力的にほぼ同水準のまま進級した児童生徒の学力を比較すると，留年者の方の
学力は低下している。要するに同一学年を繰り返すことは学力改善にとって有益ではないし，社会的
適応や自尊心や学校に対する意識に否定的な影響を及ぼす。このことはあらゆる学年でもいかなる学
力水準の児童生徒でも同様に当てはまる。
さらに，留年は中退率を高めることも分かっている（Darling-Hammond, 2004: 1053−1054）。また，
全国的に見ると，低所得家庭出身の児童生徒の留年率は高所得家庭出身よりも 2倍ほど高く，特定
の人種・民族や第一言語が英語以外の児童生徒の留年率は高くなっている（Darling-Hammond, 2004: 
1056−1057）。たとえば，アフリカ系児童生徒とラティーノの留年率は白人生徒よりもそれぞれ 4.5倍
と 3倍高くなっている。そのために留年生の大多数は低所得層の通学する初等学校の出身者である
（Shipps, 2004: 80）。
同様の傾向についてはシップスも指摘している。すなわち，留年が学力改善に及ぼす影響は肯定的
であるよりも否定的な側面の方が強いことや，結果的には中退を促すことになっている点を彼女は以
下のように述べている。年度によって変動があるものの，1996年から 2001年の間に毎年およそ 7,000
名から 1万名のシカゴの初等学校児童が留年し，その比率は第 3学年の 20パーセント，第 6学年と
第 8学年ではおよそ 10パーセントに該当する。学力変化を見ると，留年した第 3学年児童は学力の
改善が見られず，第 6学年の留年児童に至っては，ほぼ同じ学力であったが進級できた児童と比較す
ると 6パーセントも学力が下回っていた。また，留年した児童生徒の中退率は 8～ 13パーセント高
くなり，2年連続して留年した児童生徒の 78パーセントは 19歳になるまでに中退していた（Shipps, 
2009: 130）。
留年政策が児童生徒の学力の向上を目的として導入されたものの，皮肉にもその期待は裏切られた
だけでなく，むしろ学力の低下をもたらす原因にもなっていることについて，各方面から指摘されて
いた。そしてシカゴ市内を拠点とする教育改革推進の市民運動団体である，「応答的教育のための父
母連合（Parents United for Responsible Education）」が，留年制策はアフリカ系とラティーノの児童
生徒に差別的な影響を及ぼしているとしてシカゴ教育当局を訴えた裁判で，原告が勝訴したにもかか
わらず（Lipman, 2011: 12），この政策は継続され，人種・民族間の学力格差の拡大や教育機会不均衡
の拡大をもたらす要因となった。
Ⅳ．教育財政と教員組合への影響
シカゴの教育財政は恒常的な赤字財政に陥っていた。ところが，市長による直轄管理以後の教育財
政は以前とは様相を異にするようになっている。
シカゴでは 1995年の改革初年度に目に見える形で実際に変化が起こったとするM.カースト
（Michael Kirst）らは，学区財政が危機を脱した状態になったことを指摘している。この要因はデー
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リー市長による財産税の引き上げと市の予算における他部局からの資金の移転による学校の支援で
あった（Kirst, 2003b: 77）。ビジネス界にとって必須条件であるのは教育における健全財政であるこ
とを十分に認識していたデーリー市長の指示の下，1995年法制定後のたった 2か月で，市長部局の
予算関連部署は，1億 500万ドルの赤字財政を立て直す均衡予算を作り上げ，予測された 4年間で 4
億ドルの赤字をたちまち解消した。それまでに人員削減を行ってきていたが，さらに 200名の中央教
育当局の職員を一時解雇してコスト削減を浮き彫りにしたものの，後任には高給の非教育関係者を据
えて相殺された（Shipps, 2003: 122）9）。
シカゴに限らず，市長主導で教育改革を進めている都市の 10年間にわたる教育財政を調査分析し
た結果，教育費支出の増加は見出されないとして，ウォンは以下のように結論づけている。これらの
都市学区は従前とは異なる資金配分を行っている。たとえば，資源を中央教育行政の管理費よりもむ
しろ，教授活動や授業支援に振り向けていることなどである。同じく重要なことは，市長が管理運営
の効率化を図るために戦略的なパートナーシップを強化できる点である。教育改革に邁進する市長は
教職員組合との協力を活用したり時には譲歩したりすることができる。管理運営の能率化や財政規律
に関して，市長直轄管理のもとにある学区は長期債発行時の有利な金利，労働組合との協調，職員の
資源を下位学区や学校レベルに移動させて簡素化した中央教育官僚制などによって，システムの財政
状況を改善していった（Wong, 2011: 491）。
シカゴ公立学校教員の多数を組織している教員組合はシカゴ教員連盟（Chicago Teachers Union＝
CTU）であり，シカゴ教育政治における重要なアクターの一つとして様々な場面で市当局と衝突し，
団体交渉で妥結できなければためらうことなくストライキ戦術を採用してきた。たとえば，1987年
9月には 19日間のストライキを敢行し，これはそれ以前の 18年間で 9回目のストライキでもあっ
た 10）。1988年法が制定された背景には CTUの政治的影響力の弱体化も含まれていた（小松茂久，
2006: 288−289）。
1995年法制定の前後にシカゴ教員組合とデーリー市長との間には，お互いが持ちつ持たれつの政
治的駆け引きがあったことをシップスは示唆している。すなわち，1995年法が制定される前に，市
長は教員組合に対して，州議会で法案が通過するのは確実であるので，反対運動を展開しないように
要請した。CTUが反対運動を自制する見返りとして，市長は直轄管理したのちに教員組合員にとっ
て不利となる条件のほとんどを交渉によって撤回することを約束した。そして，実際にも約束を果た
し，その上，毎年基本給を 3パーセント引き上げる 4年間の労働協約を締結した。その後の 3期目の
市長選直前の 1999年にもふたたび毎年の基本給を 2～ 3パーセント引き上げる 4年間の労働協約を
締結した（Shipps, 2004: 78）。
シカゴの学校教育の質に強い影響を与える教員の同一校勤務年数について触れておきたい。リッ
プマンは 2000年から 2010年までの間にアフリカ系の教師が異常に高い比率で学校を去っていること
について懸念を表明している。リップマンの引用したシカゴ学校研究コンソーシアム（Consortium 
on Chicago School Research）の報告書は，頻繁な教員の異動が学校の教授・学習の質に強い影響を
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及ぼすことから，シカゴの公立学校の人事異動に関する詳細な調査結果を提示している。調査報告
書によると，教員の異動の実態は以下の通りであり，このことが非常に問題を孕むと警告している
（Allensworth, 2009: 1−2）。公立学校教員の 2年間同一校継続勤務教員の比率は 80パーセントであり，
全米平均の 84パーセントと比べて特に低率ではない。ところが，5年間継続して同一校に勤務して
いる割合を見ると半分以下となってしまう。多くの学校で約 3年ごとに教員の半分が入れ替わってい
ることになる。そのために，学校改革戦略は練り直しを迫られ，学校の教育課程の継続性・安定性や
教職員の職能開発活動は寸断され，学校は常に新規に教員を募集し数年すると改訂せざるを得ない教
育改革戦略を採用している。なおかつ問題であるのは，教員の去っていく比率が高い学校はアフリカ
系やラティーノの児童生徒が集中している学校になっていることである。
シカゴの公立学校教員の高い異動率を踏まえて，リップマンは学校を去る教員の人種・民族に着目
している（Lipman, 2011: 23−24）。2000年から 10年間にアフリカ系の教員のうち 11パーセント（40.6
パーセントから 29.6パーセントに減少）が学校を去り，白人教員が 5.2パーセント増えている。教員
数にして 2759名のアフリカ系教員が去っていった。児童生徒と教員の人種・民族構成ができるだけ
一致していた方が教育効果にとって望ましいことは調査研究の結果で示されており，50パーセント
がアフリカ系であるシカゴの公立学校から 11パーセントのアフリカ系教員が去ることによる教育の
質への否定的影響についてリップマンは特に懸念を表明している。
Ⅴ．教育統治改革と公正性・民主性・専門性
ウォンは教育に市長がリーダーシップを発揮することについて，支持論と批判論を以下のように明
瞭に分けている（Wong, 2006: 165−166）。彼によると，支持論は学力困難校を再建し，学校と児童生
徒がともにシステム全体の基準に達するよう学校に責任を持たせ，市長が必要とあらば資源を追加し
て，学区による学校管理運営に関する市民からの信頼を回復することができると考える。これに対し
て，批判論者は，市長統制が教育委員の直接公選制の基底にある住民による民主的統制を危険にさら
すものであるし，市長の教育関与は学校ベルでの専門的自律性への侵害行為であると見なす。こうし
た懸念の生じてくる背景として，市長は自分への支持者からの支援を取り付ける際に「利権（spoils）」
として学区の教職員を利用したり，集権化された権限システムの中でマイノリティのコミュニティが
周縁に追いやられたりすることもある。
これら市長直轄管理の賛否両論の中で，特に批判論者の抱く懸念がシカゴでは現実のものになって
いるとして，直轄管理改革への徹底的な批判が展開されている。そして，この懸念こそ，直轄管理改
革が未だ一部の代表的な都市に留まっていて，全米的な拡がりを見せていない要因の一つにもなって
いると考えられる。
全米の圧倒的多数の教育委員会は公選制を採用しており，委員選出の方法として学区内の下位行
政区ごとに選出する方法を用いる場合が多い 11）。この方法は単一学区内部の下位学区の狭域利益を
代表させる意図を持っていることは言うまでもない。それに対して，市長は全市から選出されるため
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に，教育委員とは異なり，都市全体の広域利益を代表することになる。そして，教育委員が代表する
個別学校のニーズと市長が代表する都市全体の教育ニーズとが一致しないときに厳しい意見対立が生
じる。このように，市長と教育委員会の選出基盤の相違が教育政策に関する基本方向の相違の要因と
なる。市長直轄管理はまさに広域利益を重視した統治改革であるがゆえに，狭域利益を重視しようと
する，特に貧困で有色の人々からの強い反発を引き起こしている。
マイノリティからの市長主導教育改革批判についてより詳しく見ておきたい。公教育がマイノリ
ティの生活や地位にとって極めて重要であるがゆえに，統治改革への反発も強かった。なぜマイノリ
ティの生活や地位を左右するのが公教育であるかと言えば，公立学校および学校システム全体が特に
アフリカ系の家族とコミュニティの経済的，社会的，政治的な地位向上と歴史的に深く結びついてき
たからである。民間セクターや公的機関の官僚制に人種差別がはびこっている時代に公立学校の中で
は黒人に対して職が開放された。警察や消防の職よりも早くにアフリカ系の人々は教育職，教育委員
職，教育行政職を占めるようになった。かくして，公立学校教育に自身の歴史を重ね合わせて感情的
にも象徴的にも特別な思いを持っているアフリカ系の人々は，市長直轄管理によって導入される特定
の政策が自分たちの職や価値を受け入れてくれる学校というコミュニティの大切な制度を直接的に攻
撃すると考える。ここで言う特定の政策とはシカゴでも多くが当てはまる以下の政策である。すなわ
ち，学校閉鎖，民間教育サービス・プロバイダーへの外部委託，教員の身分保障や主体的活動を保護
する仕組みの弱体化，白人や富裕な世帯を都市に引き入れることを目的とした特定のプログラムなど
である（Henig, 2009: 30）。
他にも様々な観点から市長直轄管理批判は展開されている。批判論は市長直轄管理が教育統治にお
ける公平性，民主性などの諸価値を突き崩すことを示唆している。たとえば，チャンバースは以下の
直轄管理批判論を紹介している。市長統制は質の高い教育をもたらす効果的な方法ではなく，市役所
は教育にとって適切な機関ではない。なぜならば，官僚制と政治の特有な問題によって教育の発展が
妨げられるからである。子どもの教育は政治的争点にすべきでなく，独立した教育委員会こそ子ども
たちのために政策を考案し政治の気まぐれから子どもたちを守り，市長や市議会に誰が着任しても教
育の継続性を維持できる。また，市長統制は旧来の都市政治に見られた縁故主義や腐敗を復活させ，
民主主義の原理と抑制・均衡のシステムを踏みにじるものである（Chambers, 2006: 39−40）。
都市の資源を教育改革に集中的に投下できるかは，市長自身の教育問題との向き合い方次第で変
わってくることは想像に難くない。これまでに論述してきたことであるが，再度，ここで直轄管理の
教育統治構造上の特徴について A.アレン（Ann Allen）らの主張を紹介しておこう。第一の特徴は学
校の統制権を一人の公選職者に直接に委ねることであり，第二には，学区の支持基盤を拡大すること
であり，第三には統治に関与する代議員の人数を縮小することである。このように市長直轄管理の下
での統治構造は個人的責任の構造となる。市長直轄管理の個人性は直接的なアカウンタビリティ系統
を作り出し，市長は資源を集めて方向づける権力と自律性を持ち，過度な支出を抑え，学校の通常の
活動を監督する重要な地位である行政官や教育委員を任命する。この構造は従来の公選教育委員会に
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よる統治と異なり，権限と責任の系統がきわめて明快である。この構造の依拠する個人責任は，その
人の有する性格や人格に強く依存する。市長に教育統治責任を集中させることでアカウンタビリティ
を効率化できると同時に，そのことは一人の公選職者とその支持基盤の気まぐれに教育を委ねること
にもなる。その上，都市のサービスは相互に密接に関連しており，もし市長が活力と活気のある都
市を望むのであれば学校に関心を注ぐことになるが，これとて，教育以外の他の分野に市長の関心が
移った場合には教育重点化政策は保証の限りではない（Allen, 2010: 453−454）。
要するに，単独の公選職者である市長に全面的に教育責任を委ねることは，アカウンタビリティの
システムを非常に明快に効率的に作り替え，市長が教育に関心を持ち続ける限り，成否は措くとして
も，教育改善の努力は都市を挙げて継続することになる。ところが，あくまでもこうした政策は時々
の市長の意向しだいで変化する可能性は高い。市長に教育の統制を委ねるにしても，市長の公正性，
平等性，民主性への配慮如何で教育改善の努力の質が変化するリスクを負うことになる。であるから
といって，教育委員会制度の手直しで教育改革が進められると考えられるほど多くの人々は楽観的で
はない。「一旦学校に対する市長の影響力の強化を図ったあらゆる都市において，教育委員会を主体
としたレジームに戻ろうとする政治的多数派は存在しない」（Wirt, 2005: 168）からである。
単一の人物に統制と責任を委ねることは有権者の行動を単純化するだけでなく，民主的手続きを端
的に合理的に担保できる方法であるとの見解も成り立つ。教育委員会制度のもとで教育委員が互いに
責任をなすりつけたり，教育長に責任を負わせたりして統制と責任の所在が分散していることはつと
に指摘されている。市長統制の持つ民主的側面が事実であるとしても，この方法を用いることで次の
懸念が生じる。市長統制の強化によって，日常教育活動は誰に対する責任の履行であるのかについて，
発達途上の子どもや市民全体に対してよりもむしろ，市長に対する責任の履行であると，教育行政当
局者のみならず，日常的に子どもと接している学校の教師や校長が考えるようになる可能性である。
ここで検討すべきことは，次の対立する見解の選択を人々に迫っていることである。すなわち，一
方で市長統制が教育統治を集権化して，トップダウンによる意思決定によって学校に指揮命令を伝え
るシステムを目指すことで，市民にわかりやすい形でアカウンタビリティの所在を示していることか
ら民主性を担保できるとの見解がある。他方で，現実に市民に可視的でなくとも，ボトムアップで児
童生徒，保護者，地域の意向や期待を教育活動や政策決定に生かすことで民主性を担保しようとする
見解もある。
教育の専門性に関しても懸念材料がある。シカゴではデーリー市長が直轄管理するようになった
ものの，実際には市長に直接に責任負う教育長，シカゴの場合は CEOを任命し，CEOに教育統治に
関わる権限を委任している。1995年以降，2012年時点で 4名の CEOが着任しているが，その内の 3
名は教育関係者（educators）以外の出身者である。アメリカにおける教育長職のキャリアは，大学
院レベルでの専門的訓練を経た者が圧倒的多数であるが，こうした経歴とは異なる教育長を直轄管理
都市の市長は求める傾向が散見される 12）。学校や教育の場以外で築き上げてきた業績や実績を教育
行政に生かすことで教育改善を図ろうとする意図が背景にあるし，それが全くの絵空事ではなく実現
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することも有りえよう。しかしながら，これらの教育行政の最高責任者が学校運営はむろんのこと，
広義の学校文化について習熟している可能性は著しく低いし，教育行政側と教員側との力関係や，実
際はいかなる授業が教室で行われているのか，教員のモラールを高めるために必要なことは何かな
ど，教育効果を高めるために必須の教育専門的な理解や判断について不十分であるし，結果的に，教
育改善に繋がらないおそれもある。
まとめにかえて
市長直轄管理の形態は多様である 13）。これらの多様性の中でも，シカゴの教育統治改革は市長に
全面的に教育改革を委ねてトップダウンで実施された典型例として見なすことができる。ところが，
これまで論述してきたように，市長直轄管理の影響ないし効果については，光と影の部分を示して
いる。
教育改革の成否を握るのは，注目を浴びる改革プランの鳴り物入りの導入なのではなく，教育当局
と学校と父母と地域社会とによる学校改善にむけた地道な取り組みであろう。市長は政治的地位を活
用し，シカゴのように都市財政と教育財政が一体となっている場合にはなおさら，教育予算という教
育の物資的基盤を梃子に改革に貢献できる政治的力量を持っているし，その力量は改革の阻害要因を
克服できる。市長は財政面だけでなく，都市の多様なアクターを動員し，特定の目的に向けて様々な
活動を接合できる結節点に位置している。そして，州政府や連邦政府からの人的，物的な支援を獲得
するのに最善の地位に市長は立っている。
しかるに，こうした市長の位置の優位性・有利性はあくまでも相対的なものであり，市長が単独
でその地位を利用して市民福祉の向上を図ろうとすることは不可能であろう。不断の市民との協働的
な活動を通して市民生活の中に民主主義がしっかりと根付いていてこそ，幅広い市民からの教育改革
への支援が期待できる。市長を単に教育改革の諸過程の中心に据えて改革を全面的に委ねるのではな
く，市長が教育改革に重要な役割を果たすことを承認し，市長と共に努力を積み重ねることが不可欠
なのではなかろうか。
2011年にデーリー市長は市長選への再出馬を見送って引退の道を選び，後任には R.エマニュエ
ル（Rahm Emanuel）が着任した。さらに，2009年 1月にシカゴ教育当局の最高責任者であるダンカ
ンは連邦教育省長官に着任するためにシカゴを去り，後任には，シカゴ都市交通局長が着任したが
2年も経たずに辞職し，その後に着任した J-C.ブリザード（Jean-Claude Brizard）は，前任の 3名の
CEOとは異なり教育専門職出身であった。着任前はニューヨーク市で教師，校長，教育委員会の教
育行政職に勤務したのちにニューヨーク州ロチェスターで 3年間教育長を務めていた。2012年夏時
点で，シカゴでは市長も CEOも交替しており，今後は教育政策が変化するかもしれない。特定の個
人に全面的に教育の統制と責任を委ねるシステムは，果たして，人が代わったときにそのシステムそ
のものが維持されていくのか否か，そのシステムが児童生徒や学校や教師の日常的な教育活動にいか
なる影響を及ぼすのか。シカゴは過去 20年以上にわたって全米のパイオニア的な都市教育統治改革
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を推進してきている。キーパーソンが変わった後の教育の在り方の変化を注視することは，直轄管理
改革の成否を占うことにもなる。
※ 本研究は平成 24年度科学研究費補助金基盤研究（C）「米国の州と市長による教育行政の包摂と学
校民営化政策の導入に関する調査研究 ｣（代表：小松茂久）（課題番号：23531087）による研究成
果の一部である。
注
 1） 研究成果として以下の文献を参照されたい。小松茂久（2010a），（2010b），（2010c），（2011a），（2011b），
（2012b）。
 2） 筆者はシカゴの 1988年と 1995年の教育統治改革について小松茂久（2006）の第Ⅲ部で詳述している。
 3） 2009年 1月にオバマ大統領が連邦教育省長官に指名したのは A.ダンカン（Arne Duncan）であった。ダンカ
ンはシカゴ市長に請われて 1995年法制定以後の 2人目となるシカゴ公立学校システムの主席行政長官（chief 
executive officer＝CEO）に着任し，在任中の実績を高く評価されたことからオバマ大統領によって教育省長
官に指名された。ダンカンは長官就任後間もなくして，全米の市長と教育長を集めた会合で，都市学校の公
共的なアカウンタビリティを促進し，革新を高め，学力改善を図るために必要な条件として，市長のリーダー
シップがあることを訴え，その後も機会があるごとに，都市学校のリーダーに向かって，教育困難校を管理
運営するためには外部組織を活用しているシカゴの経験を見習うように薦めた（Wong, 2011: 486）。
 4） ハイスクールのみならず，初等学校における学校間の学力格差も厳然とある。たとえば，イリノイ州内の学
力上位 10校のうち 5校はシカゴの初等学校である一方で，州内の下位 25校のうち 21校がシカゴの学校であっ
た（Kirst, 2003a: 211−212）。
 5） NAEPでは学力を次の四分位で示している。「基礎学力未達（Below-Basic）」「基礎学力（At-Or Above-Basic）」
「普通学力（At-Or-Above-Proficient）」「優秀学力（Advanced）」。
 6） 卒業率の傾向について見ると，シカゴの 2003−4学年度のハイスクール卒業率は 51.5パーセントであり，2006
年には 56パーセントまでいくぶん上昇したものの，2010年の夏には 54パーセントに下がっている（Lipman, 
2011: 18）。
 7） シップスも各種調査結果を用いて同趣旨の結論を導いている（Shipps, 2009: 129）。
 8） 導入から 1年後に対象学年が第 3学年と第 6学年にも拡げられ，数学のテストも判断基準に追加された。
 9） ただし，シップスが述べているように，デーリー市長は均衡財政を目指して大幅な財産税の引き上げを行っ
たものの，必ずしも望んでいるような均衡財政のまま推移しているのではなく，基本的には多くの問題を抱
えたままである。具体的には，サマースクール，放課後学習プログラム，終日の幼稚園教育，学校の IT化の
促進，長期にわたって延期されていた保守管理の改善などの新たな資金を工面する方法は，市長の肩に掛かっ
ていた（Shipps, 2009: 139）。
10） その後 25年間にわたってストライキ戦術を採用していなかったが，2012年 9月には 1週間にわたってスト
ライキを決行した。
11） 教育委員選出方法について詳しくは小松茂久（2012a: 89）を参照されたい。
12） たとえば，シアトル，サンディエゴ，ロスアンジェルス統合学区，ニューヨーク市などである（小松茂久，
2011b: 17）。
13） 直轄管理の多様な形態について詳しくは小松（2012b）を参照されたい。
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